
平
成
二
十
一
年
度
事
業
計
画
・
予
算
決
定

本
年
度
国
保
組
合
に
対
す
る

特
別
助
成
費
は
、
国
の
歳
出
抑

制
策
の
中
で
、
夏
の
概
算
要
求

当
初
は
医
療
費
の
自
然
増
分
を

二
、
二
〇
〇
億
円
圧
縮
す
る
と

い
う
厳
し
い
状
況
で
し
た
が
、

厚
生
労
働
省
の
概
算
要
求
額
二

八
一
億
五
千
万
円
を
満
額
確
保

す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

医
療
費
抑
制
策
と
補
助
金
見

直
し
の
厳
し
い
状
況
が
続
く
中

で
満
額
確
保
で
き
た
こ
と
は
、

建
設
国
保
の
健
全
運
営
を
守
る

た
め
に
全
国
の
仲
間
と
共
に
、

組
合
員
と
家
族
の
皆
さ
ん
が
、

夏
と
冬
の
二
回
に
わ
た
り
行
っ

た
一
枚
一
枚
の
手
書
き
に
よ
る

「
は
が
き
要
請
行
動
」
と
、
地

元
国
会
議
員
へ
の
要
請
行
動
や

国
会
行
動
な
ど
強
力
に
取
り
組

ん
だ
成
果
と
い
え
ま
す
。
組
合

員
、
家
族
の
皆
様
に
厚
く
御
礼

申
し
上
げ
ま
す
。

昨
年
は
、
少
子
高
齢
者
社
会

に
お
け
る
高
齢
者
の
医
療
費
抑

制
策
と
し
て
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。
ま

た
、
こ
の
制
度
を
支
え
る
た
め

新
た
に
「
後
期
高
齢
者
支
援
金

分
保
険
料
」
が
新
設
さ
れ
る
な

ど
、
長
建
国
保
に
と
っ
て
保
険

者
負
担
増
に
つ
な
が
る
大
幅
な

医
療
制
度
改
悪
が
実
施
さ
れ
ま

し
た
。

昨
年
か
ら
実
施
が
保
険
者
に

義
務
化
さ
れ
た
特
定
健
診
へ
の

受
診
が
ま
だ
ま
だ
少
な
い
よ
う

で
す
。
特
定
健
診
の
受
診
率
が

悪
い
と
ペ
ナ
ル
テ
ィ
が
課
せ
ら

れ
、
長
建
国
保
の
運
営
に
も
悪

影
響
が
出
て
ま
い
り
ま
す
。

是
非
年
一
回
は
特
定
健
診
を

受
け
ら
れ
ま
す
よ
う
、
お
願
い

い
た
し
ま
す
。

長
建
国
保
の
財
政
状
況
は
、

後
期
高
齢
者
支
援
金
や
前
期
高

齢
者
納
付
金
な
ど
の
負
担
で
、

毎
年
八
千
万
円
か
ら
一
億
円
程

度
悪
く
な
っ
て
き
て
い
ま
す
が
、

剰
余
金
を
充
当
し
、
平
成
二
十

一
年
度
も
保
険
料
を
引
き
上
げ

る
こ
と
な
く
、
組
合
員
と
家
族

の
健
康
を
守
り
、
運
営
し
て
ま

い
り
ま
す
。

国
保
運
営
は
制
度
改
正
と
共

に
益
々
難
し
い
状
況
と
な
っ
て

い
ま
す
。
長
建
国
保
の
運
営
の

強
化
発
展
に
今
後
と
も
組
合
員
、

家
族
の
皆
様
の
特
段
の
ご
協
力

を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

長
建
国
保
は
、
去
る
二
月
二
十
六
日
第
七
十
八
回
組
合
会
を
開
催
し
、

保
険
料
現
行
据
置
き
と
す
る
、
平
成
二
十
一
年
度
事
業
計
画
、
及
び
四
〇

億
二
、一
三
九
万
三
千
円
の
二
十
一
年
度
予
算
等
が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

去
る
二
月
二
十
六
日
�
ウ
ェ

ル
シ
テ
ィ
長
崎
（
長
崎
市
茂
里

町
）
に
お
い
て
、
各
支
部
よ
り

選
出
さ
れ
て
い
る
三
十
九
名
・

委
任
状
提
出
四
名
（
定
数
四
十

三
名
）
の
組
合
会
議
員
の
出
席

で
、
第
七
十
八
回
組
合
会
が
開

催
さ
れ
ま
し
た
。

冒
頭
、
理
事
会
を
代
表
し
て

金
子
理
事
長
よ
り
現
在
開
会
中

の
県
議
会
の
内
容
と
、
金
子
理

事
長
（
県
会
議
員
）
が
明
日
行

う
一
般
質
問
の
内
容
と
傍
聴
要

請
の
お
願
い
の
後
、
長
建
国
保

の
二
十
年
度
の
決
算
見
込
を
含

め
た
運
営
状
況
の
報
告
説
明
と

挨
拶
が
あ
り
、
議
事
に
入
り
ま

し
た
。

議
事
は
、
昨
年
九
月
の
臨
時

組
合
会
で
新
た
に
選
出
さ
れ
た

西
彼
支
部
の
植
田
勝
次
議
長
の

進
行
で
、
平
成
二
十
年
度
補
正

予
算
、
平
成
二
十
一
年
度
事
業

計
画
、
及
び
歳
入
・
歳
出
予
算

な
ど
、
六
議
案
に
つ
い
て
提
案

さ
れ
、
総
額
四
〇
億
二
、
一
三

九
万
三
千
円
の
平
成
二
十
一
年

度
予
算
等
、
全
議
案
が
可
決
決

定
さ
れ
ま
し
た
。

本
年
度
（
二
十
一
年
度
）
は
、

国
保
組
合
に
交
付
さ
れ
る
普
通

調
整
補
助
金
や
特
別
調
整
補
助

金
等
の
補
助
率
（
ラ
ン
ク
付

け
）
を
見
直
す
「
所
得
調
査
」

が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
や
、

少
子
化
対
策
と
し
て
、
本
年
十

月
以
降
の
出
産
か
ら
出
産
育
児

一
時
金
の
引
上
げ
（
二
年
間
の

暫
定
措
置
。）
が
予
定
さ
れ
て

い
ま
す
。

ま
た
、
保
健
事
業
に
お
い
て

は
、
特
定
健
康
診
査
や
、
人
間

ド
ッ
ク
健
診
補
助
な
ど
従
来
の

保
険
事
業
に
加
え
、
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
予
防
の
た
め
の
予
防
接

種
事
業
等
を
新
た
に
行
う
こ
と

が
事
業
計
画
に
盛
り
込
ま
れ
ま

し
た
。

二
十
一
年
度
の
予
算
総
額
は
、

昨
年
四
月
か
ら
実
施
さ
れ
た
後

期
高
齢
者
制
度
の
影
響
で
、
長

建
国
保
の
被
保
険
者
数
は
大
き

く
減
少
し
た
こ
と
か
ら
、
保
険

料
、
国
庫
補
助
金
の
減
収
や
、

一
般
医
療
費
の
支
出
減
に
よ
り
、

前
年
度
比
一
億
一
八
五
万
七
千

円
縮
小
し
た
予
算
と
な
っ
て
い

ま
す
。

平
成
二
十
一
年
度

保
険
料
据
え
置
き

一
方
、
予
算
全
体
が
縮
小
し

て
い
る
中
で
、
長
建
国
保
に
係

る
高
齢
者
医
療
へ
の
負
担
支
出

は
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
、
前

期
高
齢
者
納
付
金
共
に
、
前
年

度
を
上
回
る
支
出
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。
特
に
、
前
期
高
齢
者

納
付
金
は
、
激
変
緩
和
措
置
の

二
年
目
で
、
長
建
国
保
に
と
っ

て
今
後
極
め
て
重
い
負
担
と
な

る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
増
加
す
る
医
療
費
や
、

保
険
料
収
入
の
減
少
等
で
、
予

算
収
支
で
、
当
初
一
億
九
、
八

六
六
万
二
千
円
不
足
す
る
こ
と

と
な
り
、
不
足
額
は
本
来
保
険

料
で
補
う
こ
と
と
な
り
ま
す
が
、

今
日
の
経
済
不
況
を
踏
ま
え
、

積
み
上
げ
て
き
た
剰
余
金
を
充

当
し
、
二
十
一
年
度
の
保
険
料

は
据
え
置
く
こ
と
と
い
た
し
ま

し
た
。
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成成
二二
十十
一一
年年
度度
事事
業業
計計
画画
・・
予予
算算
決決
定定

１．医療分及び後期高齢者支援金分保険料 （単位：円）

計

１２，８００

１６，８００

１９，８００

８，０００

１０，５００

３，４００

２．介護分保険料 （単位：円）

支援金分保険料

改定額

据置き

据置き

据置き

据置き

据置き

据置き

２１年度

１，８００

２，４００

２，８００

１，０００

１，５００

５００

備考

据置き

現行

１，８００

２，４００

２，８００

１，０００

１，５００

５００

平成２１年度介護保険料

１，６００

医療分保険料

改訂額

据置き

据置き

据置き

据置き

据置き

据置き

２１年度

１１，０００

１４，４００

１７，０００

７，０００

９，０００

２，９００

現行

１１，０００

１４，４００

１７，０００

７，０００

９，０００

２，９００

現行

１，６００

区分

第１種（賃金・給与で就労する組合員）

第３種（建設業等許可を有しない事業主）

第３種（建設業等許可を有する事業主）

第４種（第１種組合員で２２歳未満の者）

第５種（第１種組合員で３０歳未満の者）

家族一人につき（５人を限度）

区分

４０歳～６５歳未満の者（一人につき）

種別

組合員基本
保 険 料

家族保険料

種別

第２号被保険者

組
合
員
・
家
族
の
健
康
管
理
の
た
め

特
定
健
診
の
受
診
を
お
願
い
し
ま
す

理
事
長

金
子
三
智
郎

第
七
十
八
回
長
建
国
保
組
合
会

3

新議長の植田勝次さん
（西彼支部）
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所
得
調
査
の
実
施
が
本
年

予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

出
産
育
児
一
時
金
が

引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

一
人
当
た
り
医
療
費
は

前
年
度
を
下
回
る
見
込

18,000

17,000

16,000

15,000

14,000
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11,000

10,000
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被保険者一人当たり医療費額の月額の動き�
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18年度�
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年度別一人当たり医療費額（月平均）�
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一人当たり費用額�

平
成
二
十
一
年
度
の
長
建
国

保
予
算
額
は
、
前
年
度
当
初
予

算
と
比
較
し
て
、
一
億
一
八
五

万
七
千
円
減
の
四
〇
億
二
一
三

九
万
三
千
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

減
額
と
な
っ
た
要
因
は
、
被

保
険
者
の
減
少
に
加
え
、
二
十

年
度
（
見
込
）
医
療
費
の
伸
び

が
予
想
よ
り
大
き
く
引
き
下

が
っ
た
こ
と
で
、
本
年
度
の
医

療
費
の
推
計
値
が
下
が
っ
た
こ

と
が
大
き
な
要
因
と
な
っ
て
い

ま
す
。

歳
入
で
は
、
被
保
険
者
の
減

少
に
よ
る
保
険
料
の
減
収
、
歳

出
に
お
い
て
は
、
ほ
と
ん
ど
の

支
出
科
目
が
前
年
度
を
下
回
る

中
で
、
高
齢
者
医
療
に
係
る
後

期
高
齢
者
支
援
金
（
六
、
〇
一

六
万
円
増
）、
前
期
高
齢
者
納

付
金
（
一
億
一
、
七
七
四
万
円

増
）
が
前
年
度
を
上
回
る
予
算

と
な
っ
て
お
り
、
長
建
国
保
に

と
っ
て
高
齢
者
医
療
へ
の
支
出

が
今
後
の
負
担
と
な
っ
て
く
る

こ
と
が
予
測
さ
れ
ま
す
。

概
ね
五
年
毎
に
実
施
さ
れ
る

国
保
組
合
の
所
得
調
査
（
前
回

は
、
平
成
十
六
年
に
実
施
）
が

本
年
度
行
わ
れ
る
予
定
で
す
。

所
得
調
査
は
、
国
保
組
合
に

加
入
す
る
組
合
員
、
家
族
の
市

町
村
民
税
の
課
税
標
準
額
を
調

査
し
、
そ
の
調
査
結
果
に
よ
っ

て
出
さ
れ
た
国
保
組
合
の
財
政

力
指
数
に
よ
っ
て
現
在
交
付
さ

れ
て
い
る
普
通
調
整
補
助
金
の

補
助
率
（
〇
％
及
び
三
％
〜
二

三
％
の
十
段
階
）
を
見
直
す
調

査
で
す
。

国
は
徹
底
し
た
調
査
を
求
め

て
き
ま
す
。
前
回
長
建
国
保
は
、

九
六
％
の
調
査
票
提
出
を
行
い

そ
の
結
果
、
上
か
ら
二
番
目
の

二
〇
％
補
助
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

補
助
率
見
直
し
に
提
出
率
は

重
要
な
要
素
と
な
り
ま
す
の
で

実
施
の
際
は
必
ず
ご
提
出
い
た

だ
き
ま
す
よ
う
、
ご
協
力
を
お

願
い
い
た
し
ま
す
。

産
科
医
不
足
、
出
産
事
故
が

社
会
問
題
化
す
る
中
、
本
年
一

月
か
ら
「
産
科
医
療
保
障
制

度
」
の
導
入
に
伴
い
、
出
産
育

児
一
時
金
を
三
十
五
万
円
か
ら

三
十
八
万
円
に
引
き
上
げ
た
と

こ
ろ
で
す
が
、
厚
生
労
働
省
は

昨
年
二
月
に
日
本
産
婦
人
科
医

会
が
調
査
し
た
出
産
費
に
係
る

実
勢
価
格
が
、
全
国
平
均
で
三

十
九
万
円
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、

緊
急
少
子
化
対
策
と
し
て
、
本

年
十
月
以
降
の
出
産
に
つ
い
て

二
年
間
の
暫
定
措
置
と
し
て
、

支
給
基
準
を
さ
ら
に
四
万
円
引

上
げ
、
最
高
四
十
二
万
円
に
す

る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

長
建
国
保
に
お
い
て
も
支
給

規
定
等
が
決
定
し
だ
い
、
支
給

の
引
上
げ
を
実
施
す
る
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。

平
成
二
十
年
度
の
十
二
月
診

療
分
ま
で
の
一
人
当
り
の
医
療

費
額
は
、
月
平
均
一
万
五
、
一

四
二
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し

て
四
六
〇
円
（
二
・
九
五
％

減
）
引
き
下
が
っ
て
い
ま
す
。

本
年
度
の
医
療
費
が
引
き
下

が
っ
て
い
る
要
因
は
、
前
年
度

（
十
九
年
度
）
が
入
院
医
療
費

の
増
大
で
、
一
人
当
た
り
医
療

費
が
前
年
度
（
十
八
年
度
）
比

一
、二
一
五
円（
八
・
四
五
％
）

増
と
、
予
想
を
上
回
る
増
高
と

な
っ
た
こ
と
に
よ
る
反
動
と
考

え
ら
れ
ま
す
。

な
お
、本
年
度（
二
十
年
度
）

の
医
療
費
を
、
対
十
八
年
度
と

比
較
す
る
と
七
五
五
円
（
五
・

二
五
％
）
増
と
な
っ
て
お
り
、

医
療
費
の
上
昇
は
、
毎
年
続
い

て
い
る
状
況
で
す
。

平平成成２２１１年年度度のの保保健健事事業業
長建国保は、次のような補助事業等の他
インフルエンザの予防に対する予防接種
補助事業の実施も検討してまいります。

１ 特定健診、保健指導の実施
及び補助

２ 人間ドック健診料の補助
３ 特別健康診査補助
４ 鍼灸マッサージ施術費の補助
５ 指定温泉利用料金の割引及び補助
６ 医療費通知の実施
７ 新生児世帯への月刊誌の無料配布
８ 健康優良家庭の表彰
９ その他の事業

平平成成２２１１年年度度

平成２１年度 長建国保歳入・歳出予算

構成比

３９．２

０．０

５４．０

０．０

１．０

０．１

０．０

０．０

４．９

０．９

１００

比 較

△３５，６４９

０

△４５，８１６

０

△１，１２９

△１，０５９

０

０

△４８，１１１

２９，９０７

△１０１，８５７

前年度予算額

１，６１１，５２５

１

２，２１６，５９６

１

１

３９，３８９

４，３９６

１

２

２４６，９７３

４，３６５

４，１２３，２５０

２１年度予算額

１，５７５，８７６

１

２，１７０，７８０

１

１

３８，２６０

３，３３７

１

２

１９８，８６２

３４，２７２

４，０２１，３９３

科 目

１．国民健康保険料

２．手 数 料

３．国 庫 支 出 金

４．前期高齢者交付金

５．県 支 出 金

６．共同事業交付金

７．財 産 収 入

８．寄 附 金

９．繰 入 金

１０．繰 越 金

１１．諸 収 入

歳 入 合 計

構成比

０．１
２．９
６１．８

１６．６
５．６

０．０
８．０

１．２
２．０

０．０
０．０
０．１

１．９
１００

比 較

△１２
△８５０

△１７２，４１２

５５，８４５
１１７，７７４

△６０，１６０
△３，１１３

△１，４１１
△３２，３４６

０
０
０

△５，１７２
△１０１，８５７

前年度予算額

４，９４０
１１６，１５５
２，６５５，７５０

６０９，８１１
１０８，４５０

６０，２０２
３２３，３９４

４９，２８７
１１２，９８４

２
５００
２，１０２

７９，６７３
４，１２３，２５０

２１年度予算額

４，９２８
１１５，３０５
２，４８３，３３８

６６５，６５６
２２６，２２４

４２
３２０，２８１

４７，８７６
８０，６３８

２
５００
２，１０２

７４，５０１
４，０２１，３９３

科 目

１．組 合 会 費
２．総 務 費
３．保 険 給 付 費

４．後期高齢者支援金
５．前期高齢者納付金

６．老人保健拠出金
７．介 護 納 付 金

８．共同事業拠出金
９．保 健 事 業 費

１０．積 立 金
１１．公 債 費
１２．諸 支 出 金

１３．予 備 費
歳 出 合 計

算予
（単位：千円）●歳出

予算総額 ４０億２１３９万３０００円
（単位：千円）●歳入

（１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可） 号 外 ２�建 設 長 崎毎月１回１５日発行 ２００９年（平成２１年）３月１５日発行



健
康
保
険
法
の
定
め
に
よ

り
、
す
べ
て
の
法
人
事
業
所

（
従
業
員
五
人
以
上
を
有
す

る
個
人
事
業
所
含
む
。
以
下

「
法
人
事
業
所
等
」
と
い

う
。）
に
つ
い
て
は
、
社
会

保
険
（
健
康
保
険
と
厚
生
年

金
保
険
加
入
、
各
保
険
料
負

担
は
事
業
主
と
従
業
員
と
の

折
半
）
の
強
制
適
用
事
業
所

と
な
り
、
そ
の
事
業
主
に
は

社
会
保
険
へ
の
加
入
が
義
務

付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

但
し
、
法
人
事
業
所
等
に

お
い
て
、
長
建
国
保
な
ど
の

国
保
組
合
に
加
入
し
て
い
る

組
合
員
が
従
業
員
と
し
て
従

事
し
て
い
る
と
き
、
そ
の
組

合
員
は
厚
生
年
金
保
険
に
は

加
入
さ
せ
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
が
、
健
康
保
険
に
つ
い

て
は
長
建
国
保
の
組
合
員
と

し
て
適
用
が
認
め
ら
れ
る

「
健
康
保
険
適
用
除
外
（
兼
、

厚
生
年
金
保
険
資
格
取
得
）」

の
特
例
措
置
が
法
律
で
定
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

次
の
よ
う
な
場
合
、
法
人

事
業
所
等
の
事
業
主
は
、
健

康
保
険
適
用
除
外
の
承
認
申

請
を
所
轄
の
社
会
保
険
事
務

所
に
対
し
て
行
い
、
承
認
を

受
け
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

�
長
建
国
保
に
加
入
し
て

い
る
組
合
員
を
従
業
員
と
し

て
雇
用
し
て
い
る
場
合
。

�
新
た
に
雇
用
し
た
従
業

員
を
長
建
国
保
の
組
合
員
と

し
て
加
入
さ
せ
よ
う
と
す
る

場
合
。

未
承
認（
未
申
請
）者
は

資
格
喪
失

尚
、
こ
の
健
康
保
険
適
用

除
外
の
承
認
申
請
を
行
わ
な

い
場
合
は
長
建
国
保
の
組
合

員
と
し
て
加
入
資
格
を
認
め

る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
更

に
は
、
社
会
保
険
の
未
適
用

事
業
所
と
し
て
社
会
保
険
事

務
所
の
摘
発
を
受
け
た
場
合

に
は
遡
及
し
て
最
高
二
年
間

の
範
囲
内
に
お
い
て
、
社
会

保
険
（
健
康
保
険
料
＋
厚
生

年
金
保
険
料
）
の
適
用
を
受

け
、
事
業
主
並
び
に
当
該
従

業
員
に
対
し
て
遡
及
期
間
分

の
保
険
料
が
賦
課
・
徴
収
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

近
年
事
業
所
を
法
人
化
し

た
事
業
所
、
あ
る
い
は
法
人

事
業
所
等
に
お
い
て
健
康
保

険
適
用
除
外
の
承
認
申
請
を

し
て
い
な
い
事
業
主
組
合
員

の
皆
様
は
早
急
に
申
請
手
続

き
を
取
っ
て
い
た
だ
き
、
社

会
保
険
事
務
所
の
承
認
を
受

け
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り

ま
す
の
で
組
合
各
支
部
事
務

所
ま
た
は
長
建
国
保
事
務
局

ま
で
ご
連
絡
下
さ
い
。

事事事事事事事事事事事事事事事
業業業業業業業業業業業業業業業
所所所所所所所所所所所所所所所
ををををををををををををををを

退退退退退退退退退退退退退退退
職職職職職職職職職職職職職職職
ししししししししししししししし
たたたたたたたたたたたたたたた
ととととととととととととととと
ききききききききききききききき
ははははははははははははははは

「「「「「「「「「「「「「「「
事事事事事事事事事事事事事事事
業業業業業業業業業業業業業業業
所所所所所所所所所所所所所所所
変変変変変変変変変変変変変変変
更更更更更更更更更更更更更更更
届届届届届届届届届届届届届届届
」」」」」」」」」」」」」」」ををををををををををををををを

平
成
九
年
九
月
よ
り
組
合
員

が
、
法
人
事
業
所
（
健
康
保
険

適
用
除
外
事
業
所
）
に
勤
務
し

た
と
き
、
ま
た
そ
の
事
業
所
を

退
職
し
た
場
合
は
、「
事
業
所

変
更
届
」
を
長
建
国
保
に
提
出

す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
し

た
。ま

た
、
事
業
主
の
方
が
、
個

人
か
ら
法
人
へ
、
法
人
か
ら
個

人
へ
事
業
を
変
更
し
た
場
合
も

前
記
と
同
様
の
手
続
き
を
と
っ

て
下
さ
い
。

な
お
、
届
書
は
各
支
部
事
務

所
に
あ
り
ま
す
の
で
、
変
更
の

際
に
は
支
部
へ
お
届
け
下
さ
い
。

長
建
国
保
に
加
入
し
て
い
る

被
保
険
者
（
組
合
員
と
家
族
被

保
険
者
）
が
会
社
等
に
就
職
し

て
健
康
保
険
証
（
社
会
保
険
）

の
交
付
を
受
け
た
と
き
は
長
建

国
保
に
対
し
て
速
や
か
に
資
格

喪
失
の
届
出
を
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

他
の
健
康
保
険
に
加
入
後
、

長
建
国
保
の
喪
失
届
を
し
な
い

ま
ま
放
置
し
ま
す
と
、
放
置
し

た
期
間
に
よ
っ
て
は
遡
及
し
て

の
保
険
料
の
返
還
が
受
け
ら
れ

な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
他
の
健
康
保
険
証
の

交
付
中
に
長
建
国
保
の
被
保
険

者
証
で
治
療
を
受
け
た
、
又
は

就
職
後
数
ヶ
月
経
過
し
た
後
に

健
康
保
険
証
の
交
付
を
受
け
た

が
、
交
付
を
受
け
る
ま
で
の
数

ヶ
月
間
に
や
む
を
得
ず
長
建
国

保
の
被
保
険
者
証
で
治
療
を
受

け
て
し
ま
っ
た
場
合
は
、
当
該

病
院
が
医
療
費
（
七
割
）
の
差

し
戻
し
（
過
誤
返
戻
）
に
応
じ

な
い
場
合
に
限
り
、
そ
の
医
療

費
に
つ
い
て
は
治
療
を
受
け
た

被
保
険
者
ご
本
人
に
対
し
て
長

建
国
保
よ
り
請
求
を
行
い
返
還

い
た
だ
く
こ
と
と
な
り
ま
す
。

資
格
喪
失
の
届
出
遅
れ
が
な

い
よ
う
ご
注
意
の
上
、
他
の
医

療
保
険
に
加
入
さ
れ
た
際
は
、

早
急
に
組
合
へ
届
出
下
さ
る
よ

う
お
願
い
し
ま
す
。

法
人
事
業
所
の
皆
様
は

健
康
保
険
適
用
除
外

の
承
認
申
請
を
！

他
の
健
康
保
険
に
加
入
し
た
ら
す
み
や
か
に
組
合
へ
届
出
を

組合員世帯に次のような理由で異動等が生じたときは１４日以内に組合へ届出をお願いします。

■資 格 関 係 ※添付書類については、異動事由等により別途他の書類をお願いする場合があります。

提出期限

その都度

１４日以内

１４日以内

直ちに

１４日以内

１４日以内

その都度

１４日以内

直ちに

その都度

その都度

その都度

その都度

その都度

直ちに

直ちに

※添付いただく書類

・住民票謄本、現在加入の被保険者証、就労証明書

・療養付加金郵便局口座届兼同意書

※扶養家族がある方（該当する方のみ）

無職証明書、源泉徴収票等の収入金額がわかる書類、

高齢受給者証、被爆者健康手帳、在学証明書など

・市町村国保の被保険者証、住民票謄本、無職証明書

・被保険者証、住民票謄本、無職証明書

・会社の退職日がわかるもの

住民票抄本または母子手帳の写

被保険者証

被保険者証、就職先の健康保険証の写

被保険者証、死亡診断書の写

被保険者証（※転出の場合は住民票謄本要）

被保険者証、住民票謄本

破損した被保険者証

被保険者証、在学証明書、就学先の住所がわかるもの

被保険者証、出張先住所がわかるもの

被保険者証、連絡先住所がわかるもの

被保険者証、入所（入園）証明書

７０歳に達する方の所得（課税）額がわかる書類

（市町村の所得（課税）証明書、又は確定申告書の写等）

健康保険適用除外承認申請書に組合員資格証明後、関

係書類を添えて所轄の社会保険事務所へ届出下さい。

区分変更の内容が確認できる書類

提出いただく届出書の名称

加入申込書

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格喪失届

被保険者資格喪失届

被保険者資格喪失届

被保険者資格喪失届

氏名・住所変更届

被保険者証再交付申請書

修学被保険者証交付申請書

特別被保険者証交付申請書

特別被保険者証交付申請書

特別被保険者証交付申請書

基準収入額適用申請書

健康保険適用除外承認申請書

保険料賦課区分変更申請書

こんなとき

○長建国保に組合員として新規に加入するとき

（建設長崎に新規加入する際は別途提出書類がありま

す。）

○家族が市町村国保から長建国保へ加入するとき

○家族が会社（社会保険）を退職し、長建国保の被保険

者として加入するとき

○出産したとき

○長建国保を脱退するとき

○転職等で他の健康保険に加入したとき

○被保険者が死亡したとき

○市町村国保へ移行するとき

○住所、氏名が変わったとき

○被保険者証を紛失・破損したとき

○自宅を離れ遠隔地の学校に就学するとき

○組合員が県外へ長期出張するとき

○病気療養、旅行等により長期間住所を離れるとき

○介護、福祉施設等に長期入所（入園）するとき

○７０歳に達するとき

（高齢受給者証の交付を受けようとするとき）

○組合員が法人事業所として事業を行うようになったと

き

○保険料賦課区分に変更が生じたとき

毎月１回１５日発行 ２００９年（平成２１年）３月１５日発行建 設 長 崎号 外 （１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可）３�



特定健診を
受けましょう

1 3 4受診券などが送られ�
てきたら申し込みを�

特定健診を�
受診しましょう�

健診結果が�
通知されます�

特定保健指導の�
実施�

健診を受けるには事前の�
申し込みが必要です。�

保険証（＋受診券）を�
忘れずに。�

特定保健指導対象者には�
別途連絡があります。�

対象者となった人は�
必ず受けましょう�

※平成21年4月以降の特定健診受診券は、後日対象者皆様のご自宅へ郵送させていただきます。�

2

【国が定める特定健診等の目標値】�
○特定健診の受診率　　　　　70％�
○特定保健指導の実施率　　　45％�
○メタボ該当者の減少率　　　10％�

受診者が少ない�

受診率が低くなる�

ペナルティとして高齢者支援金が増額される�
�

保険料の増額に！�

生
活
習
慣
の
改
善
を
支
援

保
健
師
に
よ
る

特
定
保
健
指
導

特
定
健
康
診
査
の
結
果
か

ら
、
生
活
習
慣
病
の
発
症
リ

ス
ク
が
高
く
、
生
活
習
慣
の

改
善
に
よ
る
生
活
習
慣
病
の

予
防
効
果
が
多
く
期
待
で
き

る
方
に
対
し
て
、
生
活
習
慣

を
見
直
す
サ
ポ
ー
ト
を
行
い

ま
す
。

特
定
保
健
指
導
に
は
、
リ

ス
ク
の
程
度
に
応
じ
て
、
動

機
づ
け
支
援
と
積
極
的
支
援

が
あ
り
ま
す
。
よ
り
リ
ス
ク

が
高
い
方
は
積
極
的
支
援
に

な
り
ま
す
。

■特定健診の検査項目
●診察等
質問票（服薬歴、喫煙歴など）・身体計
測（身長、体重、BMI、腹囲）・理学的
所見（身体診察など）
血圧測定
●脂質を調べる検査
中性脂肪・HDLコレステロール・LDL
コレステロール
●代謝系を調べる検査
血糖・ヘモグロビンA１c・尿酸

●肝機能を調べる検査
AST（GOT）・ALT（GPT）・γ-GT（γ-GTP）
●尿・腎機能を調べる検査
尿たんぱく

■詳細な検査
※医師が必要と認めたとき実施
●貧血を調べる検査
赤血球・血色素（ヘモグロビン）・ヘマ
トクリット
●その他
心電図検査・眼底検査

特
定
健
診
の
受
診
者
が
少
な
い
と
、

保
険
料
の
引
き
上
げ
の
可
能
性
が
あ
り
ま
す

特
定
健
診
・
特
定
保
健
指
導
で

は
、
医
療
保
険
者
ご
と
に
対
象
者

の
健
診
受
診
率
・
保
健
指
導
率
・

メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
の

該
当
者
・
予
備
群
の
減
少
率
の
目

標
が
定
め
ら
れ
、
そ
の
目
標
の
達

成
率
に
応
じ
て
平
成
二
十
年
度
か

ら
創
設
さ
れ
た
七
十
五
歳
以
上
の

方
の
医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
）
へ
の
支
援
金
が
平
成
二

十
五
年
度
か
ら
毎
年
加
算
又
は
減

算
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い

ま
す
。

特
定
健
診
を
受
け
る
人
が
少
な

け
れ
ば
、
そ
れ
だ
け
健
康
へ
の
リ

ス
ク
が
高
ま
る
だ
け
で
は
な
く
、

受
診
率
が
低
い
医
療
保
険
者
に
は

ペ
ナ
ル
テ
ィ
と
し
て
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
へ
の
支
援
金
が
増
額
さ

れ
ま
す
。
こ
の
こ
と
は
国
保
財
政

に
と
っ
て
は
大
き
な
負
担
増
と
な

り
、
保
険
料
の
引
き
上
げ
に
つ
な

が
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。『
暇

が
な
い
』『
自
分
は
大
丈
夫
』
と

健
診
を
先
延
ば
し
す
る
の
で
は
な

く
、
国
保
財
政
の
安
定
化
の
た
め
、

そ
し
て
何
よ
り
も
自
分
自
身
の
健

康
と
生
活
習
慣
病
の
予
防
と
改
善

の
た
め
、
年
に
一
回
の
健
診
は
必

ず
受
け
る
よ
う
習
慣
づ
け
ま
し
ょ

う
。

健健康康相相談談窓窓口口
開開設設ののおお知知ららせせ

長建国保では、健康に関する不安や食（栄養）に関す
る疑問点などの相談窓口として「健康相談窓口」を開設
し、専門スタッフ（保健師）が皆様からの疑問やご相談
に応じています。
皆様の健康生活を応援しています。お気軽にご利用下
さい。
相談窓口 長崎県建設事業国民健康保険組合事務局内

長崎市城山町２９－２６
電話 ０９５－８６２－８４６３

相談時間 １０時～１６時
内 容 �健康に関する悩みごと

�生活習慣（食生活）へのアドバイス
�健診結果に基づく保健指導
�血圧測定・体脂肪測定（希望者のみ）

対 象 者 長建国保に加入している被保険者
※相談者のプライバシーは個人情報保護の規程により厳
守します。

私
た
ち
の
仕
事
を
確
保
し

暮
ら
し
を
守
る
た
め
に

未
加
入
の
仲
間
を

ご
紹
介
く
だ
さ
い
。

長
建
国
保
に
加
入
で
き
る

の
は
、
長
崎
県
内
に
居
住
し
、

建
設
事
業
に
従
事
し
て
い
る

方
と
な
っ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
長
崎
県
内
の
法

人
事
業
所
に
従
業
員
と
し
て

勤
務
し
、
佐
賀
県
内
に
居
住

し
て
い
る
方
は
健
康
保
険
の

適
用
除
外
申
請
を
す
れ
ば
加

入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
長
建
国
保
に
加
入

さ
れ
る
方
は
、
長
崎
県
建
設

産
業
労
働
組
合
（
略
称
・
建

設
長
崎
）
の
組
合
員
の
方
と

な
っ
て
い
ま
す
。

●リスクに応じた指導内容

健診結果から今の健康状況を把握し、健
康な生活を送るための生活習慣の見直しや
改善のきっかけとなる情報が提供されます。
非該当者だけでなく、全員に実施されます。
病気予防や生活習慣に関する正しい知識

を広報するために、保健指導誌・小冊子の
配布等の情報提供を行います。

自分の生活習慣の改善点や実践していく
行動等に気づき、自ら目標を設定し行動に
移すことができるような支援がなされます。
保健師等の指導のもとに行動計画を作り、

原則１回の動機づけを行います。計画通り
効果が出ているか等の評価を行います。
（個別支援、グループ支援など）

健診判定の改善に向けて、継続的に実行
できるような支援がなされます。
保健師等の指導のもとに行動計画を作り、

３ヶ月以上の定期的・継続的な働きかけを
行います。計画通り効果が出ているか等の
評価を行います。
（個別・グループ支援、電話、Eメール等）

情報提供

メタボリックシンド
ロームのリスクなし

動機づけ支援

リスクが出現しはじ
めた段階

積極的支援

リスクが重なりだし
た段階

●よくあるご質問
長建国保に加入している４０歳～７５歳未満の方で、長建国保に１

年以上加入している方が特定健診の受診対象となります。（※他
の医療保険から移動し加入期間が１年未満の方は対象外となりま
す。）

健診機関（医師会など）との契約、受診券の作成等、準備が整
い次第ご案内いたします。健診期間については昨年同様、６月～
翌年１月末までを予定しています。

特定健診でメタボのリスクがあると判定された方（対象者）に
は、どうすればメタボを撃退し、生活習慣病が予防できるのか、
医師や保健師等によるアドバイスや支援が行われます。

長建国保の人間ドックを受診された方は、健診機関からの結果
報告により特定健診も受診したとみなされますのであらためて特
定健診を受ける必要はありません。尚、特定健診は年１回の健診
ですので、年度内の２回目以降の健診費用は全額自己負担となる
場合があります。

労働安全衛生法等による事業所健診を受診された方は、特定健
診は受ける必要はありませんが、健診済みのご連絡がない場合に
は組合としては特定健診の未受診者として再度特定健診をお願い
していくこととなります。
国が定める健診受診率にも影響しますので、事業所健診を受け

られましたら健診結果の写しを組合へ提供下さるようお願いいた
します。（※提供いただいた情報は、個人情報保護に関するガイ
ドラインに基づき厳重に管理します。）

特定健診は、糖尿病などの生活習慣病の予防に着目した健診と
して実施されるため、胸部エックス線検査は基本検査項目には含
まれていません。
組合では、昨年同様に平成２１年度も、独自の検査項目として胸

部エックス線検査（肺がん健診）を特定健診と同時に受診できる
よう一定の健診機関に対して委託契約を予定しています。健診体
制が整い次第ご案内していきます。

特定健診の対象者
とは？

特定健診の受診期
間はいつから？

特定保健指導って
何？

人間ドックを
受けた人はどうな
るの？

事業所健診を
受けた人はどうな
るの？

特定健診に
胸部エックス線検
査はありますか？

あなたは大丈夫？ メタボ予防と撃退に

特特定定健健診診をを
受受けけままししょょうう
自覚症状のないメタボの発見に特定健診はぜひ必要です！

特
定
健
診
の
受
診
方
法
と
検
査
項
目

組合より受診券を送付します。受診券を受け取られましたら組合指定の健診機関に
お申込（予約）いただき、健診日当日に保険証と受診券を窓口に提出すれば受診でき
ます。受診料は無料です。

（１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可） 号 外 ４�建 設 長 崎毎月１回１５日発行 ２００９年（平成２１年）３月１５日発行




